
 
 

  
                   
 
１．はじめに 
群馬県は、利根川の上流域に位置し、なかでも群

馬県南部地域の平野部では、水源を利根川および利

根川水系の豊富な表流水と、赤城山・榛名山・妙義

山に由来する潤沢な地下水に依存している。そのた

め、この地域では過去に大きな渇水の履歴はないも

のの、昭和 40 年代の高度経済成長期以降、主に都市

用水や工業用水取得のための過剰揚水が原因と考え

られる地盤沈下が発生している。また、群馬県の地

域特性として産業排水や畜産排水による地下水汚染

が進行した場合に、現在確保している地下水水源へ

の依存が期待できなくなることも考えられ、将来的

に目標取水量が満足されず、市民生活や産業へ影響

する可能性は充分考えられる 1)～3)。 

これらのことから、群馬県においても、今後起こ

り得る様々なシナリオに基づき、あらかじめ地下水

利用について検討を進めておく必要があり、そのた

めには地下水に関するデータの電子化が不可欠であ

るが、従来より群馬県内で実施されてきた地下水に

関する調査は、各機関毎に調査対象地域の範囲や調

査項目、および観測単位などフォーマットが異なる

ほか、一部の調査結果は電子化されておらず、全県

的および地域間の比較が困難な場合も少なくない。 

そこで本稿では、群馬県における地下水利用の現状

について把握するとともに、従来より実施されてき

た地下水に関する調査情報の整合性や、施策の策定

への適用性を検討するために、地下水に関する既存

の資料について整理しデータベース化を行い、その

結果をもとに時系列的な把握・検討を行った。 

２．検討対象地域と地質の概要 

 群馬県は地理的に北部の山間部と南東部の平野部

に大別される。今回は、図-1 に示すような地下水の

利用量が多い 6 市 14 町 1 村の 21 自治体にわたる平

野部を検討対象地域とした。平野部の西方は県都で

ある前橋市など人口集積地であり、地下水の利用は 

 

 

 

 

 

 

 

比較的生活用水を主な目的としている 4)。一方、平 

野部の東方は太田市や館林市など工業地域であるこ

とから、工業用水としての地下水利用が多い 5)6)。 

図－１ 検討対象地域 

 また、検討対象地域における水理的地質断面図の

概要を図-2に示す。地質は上位から沖積層、洪積層、

水理的基盤である基盤岩に大別され、洪積層中に粘

土層(加圧層)により被圧された帯水層が第１(A)～

第３(C)帯水層まで存在する。洪積層内の粘土層は地

盤沈下の主な原因とされており、利根川に沿って厚

く分布し層厚は10ｍから最大で60ｍ以上となってい

る 7)。 

図－２ 水文地質構造 

３．地下水情報データベースの構築 
 検討対象地域において従来より調査されてきた地

下水に関する既存資料について、なかでも地下水の

保全と有効利用に対して影響が大きいと考えられる

情報を多く包含する資料を電子化･情報の再構築を

行い整合性などの基礎的検討をした。それらの結果

の一部を以下に示す 8､9,10)。 
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例えば図-3、図-4 に観測･保全地域における各用水

用地下水揚水量と地下水依存率の推移を示す。 

 

 

 

 

 

 

 図‐３ 観測･保全地域における生活用水用地下水

揚水量と地下水依存率の推移 

 

 

 

 

 

 

 図‐４ 観測･保全地域における工業用水用地下水

揚水量と地盤沈下率の推移 

 

 

 

 

 

 

図‐５ 観測･保全地域における農業用水用地下水 

揚水量と降水量の推移 
両地域とも近年、地下水揚水量は横ばい傾向、地

下水依存率は減少傾向にあり、｢関東平野北部地盤沈

下防止等対策要綱(平成３年決定)｣による規制の効

果や、｢東部地域水道用水供給事業｣、｢東毛工業用水

道｣などの地下水から他水源への代替事業による効

果が考えられる。次に農業用水は、生活･工業用水に

比べて、地下水揚水量の増減が大きい。これは降水

量の推移より、平成 6 年や平成 8 年のような渇水時

に、表流水からの取水が困難となり、地下水からの

取水に頼っているためと考えられる。つまり、他用

水よりも地下水依存率が高いといえる。また近似曲

線を用いることで、農業用水の地下水揚水量は減少

傾向にあることがわかる(図-5)。 

 続いて、観測･保全地域での代表的な観測井(新田、

明和)の降水量･累積地盤変動量･地下水位の経年的

変化を図-6に示す。 

(ａ)新田観測井(観測地域) 

 

 

 

 

 

 

 
(b)明和観測井(保全地域) 

 

図‐６ 各観測井での降水量･累積地盤変動量･ 

      地下水位の推移   

 上図より、少雨季の後に地下水が利用され地下水

位が低下し、その後地盤が沈下するというメカニズ

ムがわかる。 
４．おわりに 

 群馬県における地下水に関する既存の資料につい

て整理し、データベース化・情報の再構築を行った

結果、地下水利用の現状把握や調査情報の整合性、

施策策定への適用性などの概要が把握できた。今後

は、表流水と地下水を両立して運営していくための

システムや、地下水適正利用に向けた地盤情報デー

タベースシステムを構築するための詳細な検討を進

める予定である。 
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